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1993年の自民党政権崩壊後に著しい高まりを見せた政治制度の流動性
は、国会法改正にもとづく委員会制度の改革、衆議院における予備的調整
制度の導入、国会審議活性化法による政府委員制度廃止、中央省庁組織再
編等の一連の改革をもたらした。このような改革において、政治主導の実
現という志向性が重要な位置づけを与えられていたことは、2002年８月に
小泉首相の下で組織された私的懇談会「首相公選を考える懇談会」により
提出された報告書の内容からも明らかであ
(１)
った。
この報告書は、?指導者として選ばれた政治家がリーダーシップを発揮
し、官僚制を使いこなして果断な政策変更を実行する
(２)
こと」という内実を
もつ政治主導の実現のために、内閣と与党との「一体化」を促進し、いわ
ゆる二重権力構造の弊害を除去すべきとの議論を含むものであった。
このような議論は決して目新しいものではなく、内閣の指導性、求心力
を強化すべきという議論は時代の変わり目で繰り返されてきたものであっ
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た。内閣が行政権の主体として十分に機能しえない制度原理は、大きな発
言権を留保する与党有力議員と各省官僚との協同関係により、首相･内閣
のリーダーシップの機能不全が導かれている現状認識に具体化するもので
ある。
これに対して、イギリスでは、与党は行政府内部に入り、政策決定、行
政の運営を指揮、統率することが期待される。イギリスでは、閣議を構成
する大臣以外に、各省に閣外大臣、副大臣、政務秘書官等の政治的任用の
役職が設けられ、かなりの数の与党の政治家は議員であると同時に行政府
の公式の官職につけられているのである。また、イギリスでは与党議員団
長は閣僚の一つであり、閣議の構成メンバーとなる。このように、イギリ
スの議院内閣制においては、行政府内部に政治的要素が広く浸透してお
り、政治指導者が公式の役職に就くことによって指導力を発揮しているた
め、内閣と与党の二重権力構造という問題が排除されているということが
で
(３)
きる。このようなウェストミンスターモデルにおける政治主導を日本に
おいても実現するために、報告書は、?内閣と与党との関係を整理し、一
元的な政策形成体制」と、?政治任用職の増加と人事面における首相のリ
ーダーシップの強化」の必要性を確認しているので
(４)
ある。
このような議会制民主主義、とりわけウェストミンスターモデルの前提
を知る者にとってみれば、改革に専心しているとされる日本の首相が、そ
の改革を思うように進められずにいるということは矛盾だと考えられるだ
ろう。たしかに、小泉首相の改革に対する一貫した姿勢というものを所与
とするならば、一層顕著な成果を彼は示せてしかるべきであるといってよ
い。真剣な改革への意図が、限られた結果しか生み出しえていないという
現象は、日本に固有な、そしてウェストミンスターモデルからすれば異常
な、政策形成の構造を前提としなければ理解されうるものではない。
議会制民主主義および権力の融合という、イギリスのウェストミンスタ
ーモデルが、アメリカの占領軍によって日本に適用され、アメリカ型権力
分立システムが選択されなかったのは、政府への中央集権化を果すためで
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あったといわれており、また、権限と責任についての区分を明確化せんと
の意図によるものであ
(５)
った。しかし、現実の政治実践のなかで、日本の政
治システムは今日のウェストミンスターモデルとは異なる性格を示すに至
っていることは先述のとおりで
(６)
ある。
ウェストミンスターシステムの主な特徴は、強力な執政府、すなわち強
力な内閣に求められる。内閣は、首相の下、実質的な政策論議を行い、政
策形成の責任を負う。大臣は内閣において集団的に責任を負い、省庁にお
いては個別に責任を負う存在であって、いわば政府の政策の源泉というこ
とができる。首相は内閣において、同輩中の首席であり、大臣の任命権を
行使するとともに内閣の議題を設定する。
?大衆に対してリーダーのイメージを示す必
(７)
要性」、あるいは、?公共
財･公共サービスのコスト増大から行政システムの過負荷が認められるに
至って、内閣全体がすべての行政分野に関する情報を把握できなくなった
という事情」を背景として、政策決定･実施に関する権限は内閣全体から
首相へと移行するようになってきたことが確認されなければならない。
政策形成権限のラインは、トップダウン（上意下達式）である。ウェス
トミンスターモデルにおいては、党のおもなバックベンチャーは「楽器の
共鳴板」(sounding board）としての行動主体性をもつにすぎない存在であ
る。バックベンチャーの関与が、通常、内閣機関によって政策が練られ、
考えられた後の段階に限定されているかぎりにおいて、政策形成プロセス
の実質的な構成要素ということはできないと考えら
(８)
れる。
事前の党の承認がすべての政策および立法について必要とされるわけで
はなく、また、すべての政策および立法が、党による実効的な評定をうけ
るわけでもない。たとえば、予算案は既成事実（fait accompli）として党
に提示される。党の政策委員会は、内閣の役割にとってかわるような政策
形成の正式な機関として機能するものではないのである。彼らの政策論議
というものは、通常は党の指導部によって方向づけられており、この党指
導部に従属することとなっているので
(９)
ある。
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イギリスの議院内閣制、すなわちウェストミンスターモデルの特徴は、
以上のように総括することができる。
第１章 日本型政策形成モデル
緒論において総括したウェストミンスターモデルと比較する場合、日本
型の政策形成モデルは次の点においてウェストミンスターモデルから逸脱
する。
すなわち、執行権が党、官僚によってその土台を掘り崩されているとい
う点において、日本型政策形成モデルはウェストミンスターモデルと大き
く異なる様相を見せるのである。自民党による一党優位制の下、権力分立
は、政権与党と執行部との間に見出すことができる。ウェストミンスター
モデルにおいては、政権与党の政策形成機能は内閣の内部で果たされるこ
ととなる。これに対し、日本においては、与党の政策形成機能が果たされ
るのは内閣の外部においてであり、それも完全に内閣から切り離された政
策形成機構においてのことなので
(10)
ある。
ここで、長年の慣行であった与党･自民党による内閣提出法案の事前承
認が注目される。与党の事前審査とは、各省庁が起草した閣議決定前の法
律案を自民党政務調査会の審査に服せしめるもので、自民党長期政権の下
で制度化されてきた慣行で
(11)
ある。
政務調査会には、省庁や国会の委員会にほぼ相当する部会が設けられ、
部会に所属する与党議員と担当省庁の官僚との間の綿密な交渉により、事
実上の立法過程が進行
(12)
する。法律案が閣議にはかられるのは、部会での決
定、与党総務会の承認、事務次官会議を経てからのことであって、この政
務調査会の活動が政策形成プロセスにおいて大きなウェイトを占めている
ことは周知の事実で
(13)
ある。
ウェストミンスターモデルの特徴である強力な内閣、首相のリーダーシ
ップが政策形成の日本型モデルにおいて実現されずにきた主要因として、
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この与党による事前審査制が挙げられることについては論をまつまでもな
いだろう。ウェストミンスターモデルとは異なり、党が執政府に従属して
いないのである。
事前審査制が政策形成プロセスにおいて大きなウェイトを占めてきた日
本型政策形成モデルの特徴は、他のいかなる議会制民主主義においても見
出すことはできない。たしかに、内閣に対する与党の拒否権の可能性とい
うものは、いかなる議会制にも存在して
(14)
いるが、それはあくまでも潜在的
なものにすぎず、党における政策形成のコンテクストの中で公式に行われ
るものではなく、非公式に行われるものにすぎ
(15)
ない。
諸外国には、日本型モデルに見られるような精緻な事前審査制は存在し
ないのである。事前承認のプロセスにおいて、行政と政治の擦り合わせが
行われるが、このプロセスに対して官僚の関与が深いことも注目されなけ
ればなら
(16)
ない。
ここで、イギリスにおける議員と官僚の役割の峻別という観点に留意し
て考察を行うこととしたい。官僚はテクノクラートとして事態の分析や問
題点の把握、ある一定の政策目標を達成するための政策手段の準備に専念
するものとされ、他方、議員は、大臣（閣内相)、副大臣（閣外相）その他
を問わず、政府に入った者は政党との調整、連絡を自ら行うものとさ
(17)
れる。内閣がある一定の政策を採用する場合に、与党とその調整をするの
はもっぱら議員であり、官僚がこれを行うことはない。党内の異論に対し
て説得を行い、あるいはその異論を考慮して軌道修正するのも、大臣の責
任となる。官僚に他党との折衝を任せたり、党内、派閥内の意見の調整を
求めたりすることはないので
(18)
ある。
ここに我々は、日本の政策形成プロセスにおける官僚とはまったく異な
った官僚イメージを看取することができる。政権与党は内閣を形成し、与
党の議員は閣内大臣、副大臣、政務秘書といった形で大量に政府に入り、
恒常的な官僚機構の政策決定への影響力を防ぐために、政策ユニット、シ
ンクタンクの活用がなされて
(19)
いる。党内において精緻な政策論争が展開さ
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れ、外交、内政、経済等の各分野の専門家とされる議員が、その実力に応
じてポストを与えられている。閣僚の在任期間も３～４年程度と相対的に
長く、当選回数に応じて議員のヒエラルキーが定まる日本型モデルとは、
様相を異にしているからこそ、政治と行政との役割の峻別が可能となって
いるのである。
通常、ウェストミンスターモデルにおいては、内閣に対する官僚のサポ
ートは当然のことである。政治部門に従属する官僚は大臣の指示に従うも
のとされ、また、内閣で決定された政策を忠実に実行するものとされてい
る。官僚は内閣を支持する存在であり、内閣における大臣の権威の下で機
能する。大臣による自らの省庁のコントロールが、結果的に内閣による官
僚のコントロールにつながるということができる。
日本はこの逆である。個々の大臣たちは、自らの省庁の権威の下で機能
する。日本の官僚は、非選出勢力ではありながら、日本の政策の源泉とし
て機能するものであり、彼らの省庁の大臣に対して完全に責任を負うとい
うわけではない。日本における大臣たちは、独自のアジェンダをもって行
動し、大臣の指示を回避し、ときには反抗さえする官僚サイドに彼らの政
策意思を課すことがきわめて困難である。
専門的な政策形成能力に裏打ちされた、自治とでもいうべ
(20)
き力をもつ官
僚と交渉を行う主体は、政権与党であって内閣ではない。政策は官僚の発
案によるものであり、その発案を経て、与党の政務調査会の検討に服す
る。政府の発案というものは、この２つの相互依存の機関の相互作用を通
じて形成されるのである。
日本における官僚は、経済システムにおいて、規制と配分をめぐる実質
的な自由裁量的権限を行使し、このシステムを統括する。したがって、
個々の議員は、経済領域における諸問題については直接官僚にアプローチ
する。官僚は大臣の承認など必要とすることもなく、要求された利益を配
分可能であり、この帰結として与党議員と官僚（大臣はまったく顧慮されな
い）との過剰な結合が導かれることになる。
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このような結合は、ウェストミンスターモデルにおいては生じない。ウ
ェストミンスターモデルにおいては、官僚は省の長である大臣に厳格に服
するものとされているからである。官僚が大臣をさしおいて、特定の領域
のバックベンチャーの要求に対応するなどということは、ウェストミンス
ターモデルにおいては考えられないことで
(21)
ある。
日本の政策形成モデルにおいては、内閣は集団的な政策意思決定主体で
もなければ、政府の権限の中核的位置を占めるものでもないという意味に
おいて、ウェストミンスターモデルとは対照的である。大臣間には説得力
のある議論は見られないし、内閣は事前審査を経た案件を承認するのみで
ある。
日本の首相の役割は、党や政府を導き、首相自身の意思を課すものとし
ては考えられてこなかったのであり、党と官僚の間の交渉で事前に成立済
みのコンセンサスを具体化することであり続けてきたということができる
だろう。
第２章 議院内閣制運用の諸相
権力分立原理を最も忠実に制度化したものとされる大統領制下にあって
は、行政府と議会は画然と分離される一方で、議院内閣制は権力の融合を
最大の特徴としている。議会の多数派が行政府の最高指導機関を形成し、
多数党の党首が首相のポストに就く。多数の与党議員が閣僚として行政府
の指導的地位につき、それらの政治家が構成する内閣が行政府の意思決定
機関となる。この多数党は、議会と同時に行政府もコントロールするので
あって、政権与党を通して立法と行政の２つの権力が融合を果たすことと
(22)
なる。
しかし、既に明らかにしてきたように、同じ議院内閣制の看板を掲げな
がらも日本とイギリスではその運用形態が大きく異なる。議院内閣制の特
徴とされた、?立法と行政の融合」のレベルが、日本とイギリスとでは大
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きく異なっているからである。イギリスでは、閣僚たる大臣のほかに閣外
相、政務次官、政策秘書官等、各種の政治任用ポストが存在し、行政府に
おける政治的要素の浸透度は高いものとなっている。行政府のなかで、政
治的要素が官僚制の上から結合し、政策立案、政府運営を行っているので
(23)
ある。
これに対し、日本においては、行政府における政治的要素の浸透がきわ
めて限定されるという形で議院内閣制が運用されてきた。このような運用
形態の相違によって、次のような帰結が導かれることになる。
イギリス型の運用の下では、政策の発議や調整が内閣を頂点とするトッ
プダウン、上意下達型で行われ、選出勢力のチームとしての内閣が実質的
な指導力を持つこととなる。さらに、政府と与党の意思決定が重合する。
与党の主要な議員が行政府に入ることが、政府の意思決定と与党の意思決
定の重合を担保しているのであって、政治主導が実現されることに
(24)
なる。
これに対して、日本の議院内閣制の運用はイギリスと対照的である。日
本の行政府においては、政治的要素の浸透が限定されているために政治主
導の実現が難しいことについては先にふれたとおりである。また、行政府
の頂上レベルにおいて政治と行政が分離されていることから、中間以下の
レベルで政治と行政が密接に接触することとなる。ウェストミンスターモ
デルでは、議員と官僚の接触が行政府の頂上レベル、すなわち、閣僚とそ
の配下の官僚の接触に限定され、官僚と与党の一般議員の接触は存在しな
いことと対照的で
(25)
ある。
以上のような日本型の内閣システムの運用は、本来であれば与党自身が
行うべき政策形成の官僚への依存という事態をもたらし、さらに政策形成
に関する責任の所在の曖昧化にもつながるものである。政治的リーダーシ
ップの確立、政府の透明化と責任の確立のためには、このような日本型の
議院内閣制運用の再検討が主張される所以で
(26)
ある。
政治的リーダーシップが確立されないから、行政改革も市民の権利･利
益の確保という実を欠いた、単に見せかけだけの機構いじりに終始して
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(27)
きた。近年のイギリス、ブレア政権による行政改革プログラムが、政治
的･行政的にも意義をもつ内容として評価されて
(28)
いることとは対照的に、
日本において1981年に本格的に幕を開けた行政改革は骨抜きされ、名ばか
りの「改革」で終わってきている。与党族議員を巻き込んだ官僚の抵抗を
打破できない政治的リーダーシップの欠如は、?改革」の負の歴史を不可
避のものとしてきたということができるだ
(29)
ろう。
以上の内容から、議院内閣制における政治と行政の関係を整理すると、
次のようになる。イギリスにおいては、行政府の中の大臣というトップレ
ベルで政治と行政が緊密に結びついている。省庁組織の頂上に位置する政
治家チームが、政策立案における方向づけを行う。そして、与党の有力議
員が関係の深い省庁の指導チームに入っているため、行政における意思決
定と与党の意思決定とは重なり
(30)
合う。
日本においては、行政府の中から政治的要素は極力排除されている。ト
ップレベルの指導者もほとんどの場合形式的な存在である。政策立案にお
ける行政と与党との調整は、行政府の外側で、与党有力議員との非公式な
折衝を通して行われる。その結果、責任の所在が曖昧になり、官僚に調整
者としての過剰な役割が負わさ
(31)
れる。
以上のように問題を整理するならば、イギリス型議院内閣制、ウェスト
ミンスターモデルに依拠した日本における改革の妥当性が必然的に導かれ
ることになる。そして、このようなウェストミンスターモデルの重要な構
成要素として本稿がとくに注目したいのが、イギリスにおける官僚のあり
方である。非選出勢力でありながら政策形成の主体的役割を担い、与党議
員との政策形成プロセスにおける調整の役割をも過剰に担う日本型官僚の
イメージとは対照的に、イギリスにおける官僚は、省の長たる大臣に厳格
に服するものと考えられて
(32)
いる。非選出勢力の選出勢力への厳格な服従が
前提とされているからこそのウェストミンスターモデルであるといっても
過言ではないだろう。そして換言するならば、もしこの前提が崩れるなら
ば、ウェストミンスターモデルのあり方が大きく左右されることとなると
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考えられる。
このような観点から、本稿は次章において、イギリスにおける政官関係
につき検討を加えてみたいと思う。
第３章 ホワイトホールモデルの変革
本章においては、イギリスにおける政官関係の現在形の確認が目指され
る。その考察のために、A･ウィルソンとA･ベイカーにより2003年に公
表された
(33)
論文を素材としたい。ウィルソンとベイカーによるこの論稿は、
イギリスにおける政官関係を精緻に検討するものとして意義をもつもので
あると考えられる。ウェストミンスター･モデルの重要な構成要素である
官僚制のあり方を精緻に把握することは有用である。以下においては、ウ
ィルソンとベイカーによる論稿を素材としながら、ウェストミンスターモ
デルにおける政官関係のあり方を具体化していきたいと思う。
ウィルソンとベイカーは、イギリスにおける政官関係をホワイトホール
モデル（Whitehall model）と呼称し、このモデルが他国の政官関係の慣行
とは大きく異なる独特なものであることを強調する。このホワイトホール
モデルは、従来、アメリカ等の改革志向者により、官僚制度の組織･コン
トロールの優れた手段として熱烈に是認されてきたもので
(34)
ある。
ホワイトホールモデルの特徴は、ウィルソンとベイカーによれば次のよ
うに要約される。
第１に、官僚はメリット･システムに基づいてのみ任用される。上級官
僚については、競争試験、面接、さらには政策問題を対象とした集団討議
の組み合わせによって任用資格が審査される。このプロセスは、大衆一般
を民主的手続に従って代表するものではない官僚エリートの創出の過程で
ある。このクラスはイギリスの人口から均等に構成されるものではなく、
オックスフォード、ケンブリッジ等の大学で教育を受ける高所得の家庭か
ら不均等に輩出されている。このエリート層に見出される独特の類型とし
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ては、就職以前に受ける教育の分野において自然科学、社会科学を修めた
者が少なく、人文科学を修めた者で占められているということであると
(35)
いう。
この教育的素養は、彼らが官庁に就職して後の修練によって大きく変え
られるものではない。上級官僚クラスの任官者は、法や経済、あるいは他
の関連するテーマにおおける徹底的な修練を受けていない結果、イギリス
の上級官僚は専門的な知識に立脚するのではなく、政府機構の運営を通じ
て習得した経験に基づいて、その職務を遂行していくこととなったので
(36)
ある。
ウィルソンとベイカーにより指摘される、ホワイトホールモデルの第２
の特徴は、行政機関が理論上、単一の組織体であるということである。実
際上は行政機関内部には、まるで異なった階級が存在しており、事務官が
上級官僚となることはまずない。しかし、理論上、行政機関の長は、たと
えばニューカッスルの社会保障の出納担当の最下階の事務官と、ホワイト
ホールの大臣に助言を与える最上級の高官とを結合した組織を統括するも
のとして機能するものであると
(37)
いう。
第３の特徴は、政策形成および履行における、議員の官僚への依存が存
在してきた点に求められるという。この依存は、政策をめぐる助言の提供
において顕著であったとされている。イギリスの政治家は、最近に至るま
では相対的に、多かれ少なかれ、新しい政策をめぐる助言について、もっ
ぱら上級官僚に依存してきたとウィルソン･ベイカーは述べる。イギリス
の議員たちは、アメリカのように高い地位を占める多数の政治任用制度を
最近まで有してこなかった。このシステムが有していた利点としてウィル
ソン･ベイカーが指摘するのは、アメリカのように新たな政策の構築に数
ヶ月も有することなく、官僚のプログラムに基づいてスピーディーな政権
運営が可能な点である。それにもかかわらず顕著であった特色として、政
権を獲得した政党が、それぞれ特有のイデオロギーを有していたにもかか
わらず、官僚への重度の依存ゆえに、敵対政党と緊密に働いてきた官僚を
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受け入れなければならなかった点に注意が喚起されて
(38)
いる。
このようなホワイトホールモデルは強い持続力を持つものであったこと
が確認されるのであるが、それは議員の多くがこのモデルを必要としてい
たことを示すものだとウィルソン･ベイカーは述べる。しかし、この数十
年間において、ほとんどの政権がホワイトホールモデルへの不満を表明
し、それを変革せんと試みてきたことも事実であった。
表明された不満は様々であった。いくつかの政権は、ホワイトホールが
提示した政策アドバイスの型について不満を表明した。例えば、1964年か
ら1970年までのウィルソン政権は、経済問題に没頭していたのであるが、
ホワイトホールの上級官僚が、ほぼ全体的に経済学を修めていなかったこ
とに愕然としたことは有名である。
また、上級官僚がイデオロギー上の柔軟性に欠けるという非難も示され
たが、これは、上級官僚がベストと考えていたものに対して向けられた非
難であったがゆえに、きわめて重要であるという。上級官僚たちは、いか
なる政府に対しても、その政党、イデオロギーがいかなるものであろうと
も仕えることのできる能力に誇りを持っていたことが指摘されて
(39)
いる。
政治家によってホワイトホールに向けられた最後の重要な批判は、ホワ
イトホールが政治家側の政治的ニーズに応えるに十分な素養を備えていな
いというものであった。上級官僚は、その職務について常に高度な政治的
多面性をもち、大臣のために議会での質疑を想定して説得力のある答弁を
容易し、議会用のスピーチを作成し、政府をサポートしてきた。しかし、
純然たる党内の政治的議題と認められる問題については協力を拒むのであ
った。ブレア政権は、官僚が労働党政権にとって必要な政治的アシスタン
ス、とりわけ、メディアの “spinning”を提供してくれない現実に直面し
た結果、労働党政権にとって都合の良いストーリーを書くよう官僚を説得
することが課題であると認識するようになったので
(40)
ある。
以上のような経緯を踏まえて、20世紀最後の30年間においては、ホワイ
トホールで顕著な変革が目撃されることとなる。
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第１に指摘するべきは、政府における政治任用数の顕著な上昇であろ
う。すべての大臣は現在、彼らの意のままになるアドバイザーを有してい
るが、このアドバイザーは、おびただしい数にのぼり、大蔵省、首相府の
中心においてきわめて重要なポジションを獲得している。旧来のホワイト
ホール･モデルの時代において、イギリスの歴代首相たちは、当面の問題
をめぐる情報、アドバイスについて、諸省庁および大臣に頼らざるをえな
かったのであるが、現代の首相たちは、政策形成を自前で行うに十分なス
タッフを有して
(41)
いる。
ブレア政権の大蔵大臣、ゴードン･ブラウンは、かつての大蔵大臣先任
者の役割が、例えば既定の福祉政策のコスト支出を承認するか、それとも
否認するかに限定されていたこととは対照的に、コストの額の決定のみな
らず、福祉政策がいかにあるべきかについてまで自分の見解を発展させる
べく、十分に増強されたスタッフを活用することが可能で
(42)
あるある。
政治任用による権力の展開について興味深いのは、ブレア政権発足後の
数ヶ月間に起こった。２人の政治任用、すなわち、アリステア･キャンベ
ル（首相つき報道官）とジョナサン･パウエル（ブレア･スタッフのチーフ
として任用。このポジションは、これまでのイギリス政府には存在しなかった）
が、官僚に命令を発する権限を与えられた件がそれで
(43)
ある。
また、上級官僚によって与えられていたアドバイスにかわって、他のソ
ースからのアドバイスが多く活用されるようになった。ロンドンにあるシ
ンクタンクは、かつてと比較して、一層重要な役割を果たすようになっ
た。公共政策研究所（IPPR）は、ブレア政権にとって政策アドバイスの
重要な源泉となって
(44)
いる。
ウィルソン･ベイカーによって指摘されていたホワイトホールモデルの
第３の特徴、すなわち、政治任用の少なさゆえに選出勢力が非選出勢力た
る官僚に依存するという点は、このようなホワイトホール･モデルの変革
によって修正されたようである。しかし、ウィルソン･ベイカーによれ
ば、このイギリスにおける政治任用の数は、アメリカと比較するとはるか
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に少ないものであることが確認されるという。大臣が政策形成において相
互作用の関係を保つのは、依然としてメリット･システムによって任用さ
れた官僚であると、ウィルソン･ベイカーは指摘して
(45)
いる。
したがって、政治家と官僚がいかに相互作用を営んでいるかが、なお重
要な問題として認識されることとなるのであり、ウィルソン･ベイカーは
この点を踏まえて、ホワイトホールにおける伝統的秩序に対する脅威が、
官僚の政治･政策をめぐる姿勢を変化させたのか否かを明らかにすること
を課題として設定するのである。とりわけ、選挙によって選出された政治
家が官僚と向き合う際に直面する、最も骨の折れる問題、すなわち委任の
問題について検討がなされることと
(46)
なる。
ウィルソン･ベイカーによれば、委任の問題は、政治家が直面するジレ
ンマに関わるものであるという。政策というものは官僚の関与なしに形
成･施行されうるものではない。しかし、官僚というものは、民主的手続
を踏んで選出された議員とは異なる利害を有することがある。民主的手続
を踏んで選出された議員は、官僚を厳密に監視するために十分な任期があ
るわけでもなければ、専門的知識を有するわけでもない。したがって、官
僚に指示を与える議員の見解と、官僚サイドの行為との間にズレが生じる
可能性がある。概して、この問題を抑制しうるもの、それは「アメと鞭」
(sticks and carrots）であるという。官僚は、服従すれば報酬を与えられ、
議員の立場から逸脱すれば懲罰を与えられる。伝統的なホワイトホール･
モデルにおいては、議員は官僚をコントロールするための、報酬および懲
罰の手段をほとんど有していなかったといってよい。サッチャーを除い
て、イギリスの大臣たちは、官僚の昇進について大きな影響力をもたなか
った。議員ではなく官僚自身が、人事の配置、昇進につき決定を行ってい
たので
(47)
ある。
議員が官僚に対して有する決定的な権限は、官僚制の内容、役割を変
更、改革、廃止する憲法上の権限である。近頃のイギリス議会政治史にお
いては、官僚の抵抗に対する、この決定的な抑止がほとんど見られないま
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まであった。上級官僚の役割、地位、そして権限が問題とされてきたの
は、ここ数十年間においてのことであり、最近ではむしろ決定的な抑止が
官僚サイドに差し迫る状況にあるといってよい。したがって、官僚が彼ら
の政治上の統制者の価値観、要望に可能な限り従うことによって、この危
機を回避せんとする結果、官僚の姿勢、役割の変化が予測されることとな
るわけである。
このような変革に向けての政治からのプレッシャーを背景としながら、
イギリスの官僚は政治的指導層の意にかなう形に自らを修正しようと試み
てきたのであろうか。このような問題意識の下、ウィルソン･ベイカー
は、1989年から1993年の期間における官僚の意識調査を実施するのであ
る。
第４章 変革期における官僚の具体像
1989年から1993年という、官僚サイドの構造的転換期において、重要な
政策形成に関与する機会を有する官僚を対象に、ウィルソン･ベイカーは
意識調査を行っている。この調査は、?官僚の職務」をめぐって官僚がい
かような見解を持つものであるかを調べるものである。1972年の時点にお
いて、このような調査は既に行われたことが
(48)
あり、この際に得られたデー
タと比較検討をするという視野も有用であると思われる。
上級官僚の職務とは何か。このような問いかけに対してイギリスの官僚
が示した意識は次のようなものであった。?政策に関する助言を行う」が
92％、?人員･資源の管理」が74％、?大臣により決定された政策の履行」
が35％、?他の省庁との交渉」が22％。ホワイトホールが従来重視してき
た二つの職務、すなわち、政策形成と人員･資源の管理は、今なお官僚に
とって重要な二大職務であり続けており、ホワイトホールに脅威が差し迫
った状況にあっても、それに変化が見られないことが明らかとさ
(49)
れた。政
策形成への関与が、官僚にとって最も魅力的で重要な職務であることに疑
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いの余地はない。ほぼ全員（92％）の回答者が、政策形成を主要な職務で
あると認めている。イギリスの上級官僚は、国家レベルの問題をめぐる議
論に関与したいと考えていることが明らかとなったわけである。
さらに、上級官僚の大部分が大臣と緊密にコンタクトをとっている実態
も明らかにされた。1981年において実施された調査が、?上級官僚と下院
議員との結合は、明らかに大臣を通じて成立する。というのも、官僚は議
員とはきわめて不定期に接触するのみであるのに対して、大臣とはきわめ
て緊密に接触するものとされているからである。行政官は制度上、公然た
る政治からは絶縁されているのであって、官僚は匿名性というベールの下
で行動して
(50)
いる」と述べているが、この1981年の時点との顕著な連続性
を、90年以降のイギリスにおける官僚の行動様式の中に見出すことができ
る。
さて、ここで注目したいのが、?大臣により決定された政策の履行」を
めぐる官僚サイドの職務意識の低さ（35%という数字にそれは現れている）
である。サッチャーと保守党の大臣たちは、官僚たちがアカデミックな議
論に携わることを嫌い、官僚の職務を政策の履行に限定させたがったこと
は有名である。このような政官双方の思惑を背景としながら、官僚サイド
が、政治勢力により形成された政策をめぐって、どこまで機械的にその履
行に励むことができるかが問題となる。すなわち、官僚による政策形成の
イニシアティブを欠いた、大臣サイドで独自に形成された政策が、省庁、
あるいは国家利益にとって深刻なダメージをもたらすと考えられるような
場合、官僚サイドはどのように対応するのかということが検討の対象とな
るので
(51)
ある。
憲法上は、大臣の終局的な政策決定権限が明確に認められている。そし
て官僚は助言と警告を提供しながら、終局的には大臣の決定に拘束される
こととなる。ここで、この「終局的に」という文言に、官僚サイドがどの
ように向き合っているのかが注目されるところであろう。すなわち、憲法
上要請されている「最終的な屈服」の前に、官僚サイドがどれだけ異議を
早法80巻３号（2005）272
示すことが可能なのか、ということである。
ウィルソン･ベイカーによる調査が示すもの、それは、キャリアシステ
ムと従順性が本来は親和的であるはずにもかかわらず、有害な政策発案に
対して強く反対するだろうと主張する官僚サイドの意識であ
(52)
った。調査対
象となった上級官僚の大多数（80%）は、大臣への面会を求めて、その政
策立案を思いとどまらせるよう説得すると述べているので
(53)
ある。
さて、以上の内容から、イギリスの官僚の意識像が浮き彫りにされたよ
うに思われる。イギリスにおける官僚イメージは、テクノクラートとして
事態の分析や問題点の把握、ある一定の政策目標を達成するための政策手
段の準備に専念するものとされているが、官僚の意識においては、なお政
策形成という職務に大いなる魅力を感じているのであるし、また、選出勢
力たる政治家、とりわけ大臣による政策決定に無条件に服従するつもりも
ないことが、以上の調査の内容からうかがうことができるであろう。
イギリスにおける官僚と議員の関係の変革は、そもそも、保守党と上級
官僚の間の緊張を出発点として回り始めたものであったといってよい。保
守党政権の18年間という期間がホワイトホールに及ぼした影響、それが現
在のイギリスにおいてはどのように息づいているとかんがえられるだろう
か。換言するならば、労働党の政権への返り咲きがホワイトホールを保守
党政権時代とは異なるものとして変えていくことになったのであろうか。
結論として、そうはならなかった。ヘネシーの次の叙述が、ブレア労働
党政権下における政官関係のあり方を要約するものである。
?ダウニング街10番地の問題点は、トニー･ブレアに対する忠誠という
観点しか存在しないことである。政府、あるいは内閣全体への忠誠という
観点を、官僚はもちえないので
(54)
ある」
このように述べたヘネシーは、ホワイトホールの官僚の多くが、サッチ
ャー政権とブレア政権の政官関係における姿勢の継続性を認めているので
政官関係のリアリズム（麻生) 273
(55)
ある。中央集権的志向を有するブレアは、ホワイトホール、とりわけダウ
ニング･ストリートにおける政治任用の数を増やし、政府の中央省庁を、
首相の政策促進のために利用してきたものとされている。内閣府は政府機
構の調整者というよりも、首相の意思の執行者として機能することが期待
されるようになったことはその好例であろう。
1990年代の上級官僚たちは、保守党により不当評価をうけ、脅かされ、
そして軽んじられていると自ら感じてきた。したがって、多くの上級官僚
が1997年の政権交代を望んでいたことは驚きには値するものではない。ま
た、多くの上級官僚たちは、新しい政府の立ち上げが、1979年の保守党政
権誕生以来、官僚サイドが行使することのなかった専門的スキルを行使す
る機会を与えてくれるものとして捉えていた。このように、ニュー･レイ
バーはホワイトホールの大きな好意を背景に出発したものであ
(56)
った。
したがって、保守党政権時代と同一の政官関係のあり方が、労働党政権
下でも継続している事実は興味深いものであるが、その背景には、政治サ
イドの期待に官僚サイドが今なお応えることのできない現状がある。メデ
ィアを利用しながら自分自身に関する情報の流れをコントロールし、国民
の好感を引き出すという政治手法を労働党は採用しているが、政治とメデ
ィアの結合という現象は、現在の情報化社会においてマス･メディアが政
治に大きな影響力を持つことの反映といってよいだろう。ブレア政権は、
スピン･ドクターを通じてメディア報道の操作に重きをおいたことで有名
である。スピン･ドクターは、政治家ではピーター･マンデルソン（ブレ
ア政権で無任所大臣に任命される)、党スタッフでは、報道担当補佐官に任
じられたアリステア･キャンベルがあげられる。情報化社会におけるメデ
ィアの影響力について鋭い感覚を持ち、彼ら以外にも30代から40代の若手
の知識人、ジャーナリストがニュー･レイバーの中心的人物として政府の
要職に就くという形で政治的任用の拡充が顕著で
(57)
ある。
行政組織の形態について、首相の補佐機構に着目するならば、ブレア政
権においては首相官邸と各省で首相を補佐するためのスタッフの拡充が行
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われた点が重要である。このスタッフ機構には定員が設定されておらず、
したがって、どのポストを官僚でうめ、どのポストを政治的任用をもって
あてるかという決まりが存在しない。ブレア政権発足後１ヶ月の時点で、
政治任用のスタッフは53名を越えていることが確認されて
(58)
いる。
ニューレイバーは政官関係に新たな展開をもたらすものと期待された
が、実際には保守党政権時代とニュー･レイバーとの間には変革よりも継
続性の方が目立っているといってよい。以上のような経緯を踏まえてホワ
イトホールを眺めると、かつては確実なものとされてきた官僚の地位が、
今では流動的なものにシフトしてきていることが確認されなければならな
い。ホワイトホールの自信というものは揺らいでおり、官僚サイドで好ま
しくないと考えられる政策に対して抵抗しようという意欲も弱化の傾向に
あることが指摘されている。これは、官僚サイドが選出勢力たる大臣の政
策を阻止するべく、大臣に対して抵抗する傾向も弱めているので
(59)
ある。
イギリスにおいては、官僚と議員の間の境界線がかつては曖昧な状態が
継続してきたが、このような近時のイギリスからは、このような状態から
の脱却が看取されることになり、その行き先は、ヨリ伝統的なシステム、
すなわち、議員が政策に関する決断を行い、官僚がそれを実行するシステ
ムであるということができるだろう。しかし、これはまた、軽率な議員た
ちを抑制するシステムがただでさえ脆弱なイギリスの「チェック･アン
ド･バランス」の弱体化とみることもできる。イギリスは、かつて「官僚
と議員の間における相互の
(60)
尊重」と形容された状態から、?官僚の議員へ
の過度の従属」へとシフトしてきたという観点も存在
(61)
する。しかし、まず
ここで重要なのは、ここ数十年間の変化･改革にもかかわらず、選出勢力
たる議員サイドを満足させるだけの能力を官僚が今なお示せていない、こ
のことが、ホワイトホールモデルの変革の大きな原動力となっているとい
うことであろう。それが結果として、ウェストミンスターモデルにおける
政治主導性を担保することにつながっているのである。
政官関係のリアリズムは、以上のような経緯を踏まえて認識される必要
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があるのであり、また本稿が強調しておきたいことは、ウェストミンスタ
ーモデルにおける政官関係は決して官僚サイドの一貫した協調姿勢に裏付
けられたものというわけでもないということである。このような変革を経
たウェストミンスターモデルの根拠、それはあくまでも強力な選出勢力の
政治指導力に求められるのであって、日本が政治改革モデルとしてイギリ
ス型を志向するとしても、まずは選出勢力たる議員サイドの資質の向上を
実現する必要があると結論しなければならないであろう。奥平康弘が指摘
するように、国会中心主義をとる憲法の建前からすれば、国会あるいは議
院自体が政策を立案し、立法を調査する強力で有能なスタッフを備えるべ
きである。議院の内部に国政のためのデータ･ベースを設け、シンク･タ
ンク機能を備え、行政各部に対応する常任の各種委員会のほか、問題発見
的な長期･短期の特別委員会を中心に、国政調査権を行使して、データ･
ベースならびにシンク･タンクの質的向上が図られなければならないので
(62)
ある。我々は、憲法が想定する「国会中心主義」という理念を、今一度再
検討する必要に迫られているといってよいのである。
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